（Ｈ26年3月）

· 大手製造業を中心に、数年ぶりにベアが実施されます！！
『「ベア」って何？「テディ・ベア」のことではありませんよ！』
とある経済評論家が面白おかしく切り出すように、「ベア」という言葉は今日においてはすっかり馴染みのない言葉となってしまいました。「ベア」とは「ベースアップ」の略で、「賃金の底上げ」あるいは「賃金水準の上昇」という意味ですが、ここ数年景気が低迷していることから、春闘（大手組合主導の春の賃金交渉）においても会社への要求項目にすら入れられず、もはやその役割を終えた言葉になりつつあったように思われます。ところが今年の春闘では、円安で輸出企業を中心に企業業績が改善したことと政府からの賃上げ要請もあり、軒並み「ベア」の実施回答が出されています。その大まかな内容は以下のとおりです。（金額はいずれも労働組合員の平均）
· トヨタ自動車・・・ベア2,700円（組合要求4,000円）
· 日産自動車・・・ベア3,500円（　 〃 　 3,500円）
· パナソニック、日立ほか電機大手10社・・・ベア2,000円（　　〃　　4,000円）
· 新日鉄住金、神戸製鋼ほか鉄鋼大手4社・・・ベア1,000円（　　〃　　3,500円）
· ローソン・・・ベア3,000円（　　〃　　3,000円）
· ファミリーマート・・・ベア5,000円（　　〃　　5,000円）
そもそも賃上げには「定期昇給」と「ベア」という考え方があります。例えば、新入社員の基本給が20万円だとします。1年間勤務し、仕事を覚えて効率が上がったので、その能力の向上を評価して基本給を1万円上げました。これが定期昇給です。一方、企業業績が好調なので賃金を上げよう、ということで全社員の基本給を1万円上げました。これが「ベア」です。従って、この社員の新基本給は22万円、これから入社する新入社員の新基本給は21万円となります。つまり、「ベア」を実施するということは、まだ仕事を覚えていない新入社員を含めた全社員に今までより1万円多く支払う必要があるということで、企業にとっては確実に人件費のアップにつながります。また、日本では一度決めた賃金（賞与を除く）を下げることは、客観的合理的な理由がない限りなかなかできにくいことから、「ベア」の実施に対してはより慎重にならざろう得ず、そのことが長年にわたり「ベア」の実施が見送られてきた理由でもありました。
さて、今年の春闘で大企業が「ベア」の実施に踏み切ったことで、世の中に活気が出てくることは間違いありませんが、楽観視はできません。アベノミクスがもくろむ経済の好循環（賃金の上昇→消費の拡大→好業績企業の増加→さらなる賃金の上昇）を実現させるためには、まだまだ高いハードルが待ち構えています。
1. 大企業で「ベア」実施といっても割合で見ると全体の2割にも満たず、「ベア」以外（賞与などの一時金）での賃上げを含めても全体の3割程度。賃上げ実施企業でも2～3％アップ程度の水準のため、消費税が3％アップしそれによって物価が3％前後上がることを考えると、賃上げ分は物価上昇分で帳消しとなり、消費拡大にまでは至らない可能性がある。
2. 大企業で「ベア」実施といっても対象は労働組合員のみがほとんどで、パート・アルバイト、派遣労働者等のいわゆる「非正規雇用者」は恩恵を受けない。

3. 今のところアベノミクスの恩恵を受けているのは輸出型の大企業だけであり、大部分の中小零細企業は輸入原材料の値上がり（15～20％アップ）等に苦しんでいる。従って、日本全体の約70％を占める中小零細企業の労働者に対しては「ベア」はもとより「定期昇給」もままならない状況である。
経営者にとっては、日本経済よりも自社をどう存続させていくかが大事、というのが本音のところでしょう。当たり前のことですが、「ベア」を実施する、しないは、リスクを背負って経営者自らが判断することであって、決してお願いされて実施するものではありません。（工藤克己）
